
   

 

 

内部統制システムの基本方針 

 

当社は、「経営理念」を礎とした「エプソンウェイ」を定め、当社および子会社から成る企業集団（以

下「グループ全体」という。）で共有するよう努めている。当社は、「エプソンウェイ」に基づきグ

ループ全体の業務が適正に行われるよう、内部統制システム（グループ全体における業務の適正を

確保するための体制）の基本方針を以下のとおり定め、各組織が自ら課題を検出し、自ら解決する

姿を目指した内部統制システム（自律分散型の内部統制）を整備する。 

（※）「エプソンウェイ」とは、グループ全体の共通の価値観・行動様式である。グループ全体の根

幹であり普遍的な考え方である「経営理念・EXCEED YOUR VISION」、経営理念に基づく価値観と行動

の拠り所である「企業行動原則」等を総称したものである。 

 

（１）コンプライアンス 

① グループ全体のコンプライアンスに関する規程を制定し、組織体制等の基本事項を定める。 

② 取締役会の諮問機関として、常勤の監査等委員を委員長とし、社外取締役および監査等委員に

より構成するコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス活動の重要事項について

随時および定期的に報告を受け審議し、その結果を取締役会へ報告・意見具申する。また、会

計監査人および内部監査統括部門の長は、オブザーバーとしてコンプライアンス委員会に出

席することができる。 

③ コンプライアンス担当役員（CCO）を選定し、コンプライアンスにおける業務執行全般を監督・

監視する体制とする。また、CCOは、コンプライアンス委員会に対して、コンプライアンスに

おける業務執行の状況を定期的に報告する。 

④ コンプライアンスの推進・徹底は社長指揮のもと、グループ全体に共通するテーマについては

本社各主管部門が各事業部門および子会社と協働してグローバルに推進し、各事業の個別の

テーマについては、事業部長が担当事業に関する子会社を含めた活動を推進する体制とする。

また、コンプライアンス統括部門がコンプライアンス推進全般をモニタリングおよび是正・調

整することにより、コンプライアンス活動の網羅性・実効性を高める。 

⑤ グループ全体のコンプライアンス推進・徹底上の重要事項については、社長の諮問機関であり

取締役等で構成する経営会議において法令・社内規程・企業倫理遵守に関する活動の推進状況、

重点領域の取り組み状況等について多面的に審議することにより、コンプライアンスの実効

性の確保に努める。 

⑥ グループ全体で、実効性の高い通報制度の整備・運用に努める。従業員がコンプライアンスに

反する行為を発見した時は、通報窓口をはじめ、その他の各種相談窓口に通報する。また、通

報した者が、通報したことを理由として、不利な取り扱いを受けない体制とし、相談・通報事

案は、通報者が特定されない形で当社の取締役会、監査等委員会、コンプライアンス委員会お

よび経営会議に報告する。 

⑦ 社員向け Web 研修等の各種社内教育を、子会社従業員を含めて実施することにより、コンプラ

イアンス意識の浸透に努める。 

⑧ 社長は、定期的に取締役会にコンプライアンスの執行状況に関する重要事項を報告するとと

もに、必要に応じ対策を講ずる。 

⑨ 反社会的勢力とは一切関わらない旨を定める「企業行動原則」を遵守し、社会の秩序や安全に

脅威を与える反社会的勢力に対し毅然とした行動をとることにより関係排除に取り組む。 

 



   

 

 

（２）財務報告の適正性を確保するための体制 

① 適正な財務報告の作成を重要な課題と認識し、社長の指示のもと、金融商品取引法の要請する

評価・報告の範囲に限定することなく、経営として整備が必要と判断した範囲も含め、財務報

告に係る内部統制を適切に整備・運用および評価できる体制を構築する。 

② 財務報告内部統制の基本規程やその他の規程・基準類を整備し、グループ全体にその遵守を義

務づける。 

③ 財務報告に係る内部統制の構築・整備およびその運用が有効かつ適切に機能していることを

継続的に評価し、必要な是正を行う。 

 

（３）業務執行体制 

① 長期ビジョンおよび中期経営計画を策定し、グループ全体の中長期的な目標を明確にする。 

② 組織管理・職務権限・業務分掌ならびに関係会社管理に関する規程を制定し、グループ全体の

権限配分を網羅的に定め、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を構築する。 

③ 執行に携わる者は、取締役会に対して、３ヶ月に１回以上、以下に定める事項について報告を

行う。 

ア．業績の状況および今後の業績見通しに関する事項 

イ．リスク管理の対応状況 

ウ．重要な業務執行の状況 

 

（４）リスクマネジメント 

① グループ全体のリスク管理体制を定める規程を制定し、組織体制、リスク管理の方法等の基本

事項を定める。 

② グループ全体のリスク管理の総括責任者を社長とし、グループ全体に共通するリスク管理に

ついては本社主管部門が各事業部門および子会社と協働してグローバルに推進し、各事業固

有のリスク管理については事業部長が担当事業に関する子会社を含めて推進する体制とする。

さらにリスク管理統括部門を設置し、グループ全体のリスク管理全般をモニタリングおよび

是正・調整し、リスク管理活動の実効性を確保する。 

③ 会社に著しい影響を与え得る重要なリスクについては、経営会議においてリスクの抽出・特

定・制御活動等について機動的・多面的に審議することにより、リスク管理の実効性の確保に

努める。また、重要リスク発現時には、所定の危機管理プログラムに従い社長の指揮下で全社

的に速やかな初動対応をとる体制とする。 

④ 社長は、定期的に取締役会にリスク管理に関する重要事項を報告するとともに、必要に応じ対

策を講ずる。 

 

（５）企業集団における業務の適正性確保 

① グループ全体のマネジメントの基本を「商品別事業部制による事業部長の世界連結責任体制

と、本社主管機能のグローバル責任体制」とし、事業オペレーション機能を担う子会社の業務

執行体制の整備に関する責任は各事業部門の責任者が負い、グループ全体に共通するコーポ

レート機能等については本社の各主管部門の責任者が責任を負うことにより、グループ全体

における業務の適正化に努める。 

② 関係会社管理に関する規程において、子会社の業務執行の一部について親会社である当社へ

の事前承認または報告事項を定めて義務付けるとともに、一定基準を満たすものについては、



   

 

 

当社の取締役会付議事項とすることにより、グループ全体として統制のとれた業務執行体制

とする。また、複数の子会社を統括する会社を定めることにより、グループ全体における業務

執行の適正化・効率化に努める。 

③ 内部監査に関する規程に基づき、内部監査部門は、各事業部門および本社の各主管部門による

管理・監督機能から独立したモニタリング組織として、グループ全体における内部統制の体制

と運用状況に関する監査を実施し、その結果を監査対象先の責任者に通知し、改善を求めると

ともに、社長および監査等委員会に対してその内容を適時に報告することにより、グループ全

体における業務の適正化に努める。 

 

（６）職務の執行に関する情報の保存および管理 

① 職務の執行に係る情報の保存および管理については、文書管理・稟議・契約書管理に関する規

程、その他関連規程に従って行い、全ての取締役は必要な文書等を閲覧できる体制とする。 

② 情報セキュリティに関する規程に基づき子会社も含めた社内情報について機密度に応じて適

切に管理することにより、情報漏洩の防止に努める。 

 

（７）監査体制 

① 監査等委員会は監査等委員会の監査等に関する規程に基づき、職務の遂行上必要と判断した

場合は、監査等委員でない取締役、執行役員および従業員からヒアリング等を実施することが

できる。 

② 監査等委員は経営会議などの執行サイドの重要会議に出席することができ、監査等委員でな

い取締役と同レベルの情報に基づいた監査が実施できる体制とする。また、監査等委員会に対

し重要決裁書類を定期的に回付する。 

③ 監査等委員会の職務を補助するため監査等委員会室を設置する。監査等委員会室長は監査等

特命役員とするとともに、監査等委員会室に専属の従業員を配置する。また、監査等委員会室

長および監査等委員会室に属する者は、監査等委員会を補助する職務に関し、監査等委員会の

指揮命令にのみ服し、監査等委員でない取締役からの指揮命令を受けないものとし、その人事

に関する事項は、監査等委員会の事前の同意を得なければならない。 

④ 監査等委員会による監査を組織的かつ効率的なものにするため、内部監査部門等と監査等委

員会との密接な連携を確保する体制とし、内部監査統括部門の長の任免および人事考課は、監

査等委員会の事前の同意を得なければならない。 

⑤ 監査等委員会は、監査等委員会室の体制および内部監査部門等との連携体制等に関し、監査等

委員会による監査の実効性を妨げる事情が認められる場合、代表取締役あるいは取締役会に

対してその是正を求めることができる。 

⑥ 監査等委員会は、内部監査部門から監査結果等について報告を受け、また必要に応じて、内部

監査部門に対して具体的指示を行うことができる。なお、内部監査部門に対する監査等委員会

と社長の指示が齟齬をきたす場合には、監査等委員会による指示が優先する。 

⑦ 監査等委員会は監査等委員会の監査等に関する規程に基づき、監査等委員でない取締役、コン

プライアンス統括部門およびリスク管理統括部門等から、グループ全体の管理の状況につい

て報告または説明を受け、関係資料を閲覧することができる。また、監査等委員会は必要に応

じて、子会社の取締役、監査役および内部監査部門等に対し、当該子会社の管理の状況につい

て報告を求めることができる。なお、報告した者が、報告をしたことを理由として不利な取り

扱いを受けない体制とし、報告に基づき代表取締役あるいは取締役会等へ是正等を求める場



   

 

 

合であっても、報告者が特定されない形とする。 

⑧ 監査等委員会は会計監査人との協議を定期的に行い、監査の実効性を高めるよう努める。 

⑨ 監査等委員会と代表取締役との定期的な会合を持つことにより、監査等委員会が業務執行の

状況を直接把握できる体制とする。 

⑩ 監査等委員の職務執行に必要な費用は、あらかじめ適切に予算を計上する。ただし、緊急また

は臨時に生じる監査等委員の職務執行に必要な費用については、都度速やかに前払または償

還する。 

 

以上 
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